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1.基本事項

長野県の南部地域（南信州）に位置：東は南アルプスより静岡県に隣接

南アルプスと伊那山地に挟まれた山間地 中央構造線が村内を南北に通る

多くが急峻な山稜 狭小な渓谷により特徴付けられている

過去に大きな自然災害が発生する

大鹿村の位置及び地形地質

面積：24,828ha（長野県全面積の約1.8％）

村面積の約96％の23,795haが「森林」

人口：880（2024.4.1）：人口減少傾向は著しい

高齢化率：45％を超えてる

交通：国道152号が村内を通っているが車の通行不可の状況がある

中央自動車道松川ICから約20㎞の県道59号が実質唯一の生活道路

唯一の生活道路もたびたび災害による通行止めが発生している

その唯一の生活道路もリニア関連工事車両が多数通行している

大鹿村の概況

2.森林資源の実態把握

2-1.大鹿村の森林状況

民有林（公有林・私有林）の面積：15,461.9 ha

村有林（公有林）面積：7,196.99ha（約7,200ha）

今回の森林整備計画 ⇒ 村有林を対象に計画

民有林の齢級：12齢級（60年生）がピーク（伐期を迎え「大径木化問題」が懸念）

民有林の人工林面積：7,680ha ⇒ 人工林率（49.7％）

民有林の33.97％（約30％）がカラマツ林

村有林の約2,200ha（7,197haの30％）がカラマツ林

2-2.森林の蓄積量

民有林の総蓄積（幹の体積の総量）：1,318,221ｍ3

村有林の蓄積：約395,000ｍ3（1,318,221ｍ3の30％）

村有林のヘクタール当たりの蓄積：約180ｍ3（395,000ｍ3／2,200ha）

計画林業施策の伐採蓄積：約4,500ｍ3程度（25ha ×180ｍ3／ha）

原木C・D材（木質破砕チップ化材：蓄積の15％：実績値）：約675ｍ3

（4,500ｍ3の15％）程度発生

木質破砕チップ材量：約2,000ｍ3（蓄積原木の約2.8倍：実績値）

温泉施設で用いる木質破砕チップ材量：約1,200ｍ3程度 ⇒ 充分に対応可能
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2-3.大径木化問題

・現在の市場に流通する製材：「40〜50年という伐期齢」を中心とした断面寸法が

規格化された製材品（大径木ではない）

大径木を製材加工する工場が少ない（大径木 ⇒ 経済性が低く安価な価格と評価）

・カラマツの根系は浅根性で岩盤に貫入しない性質を持つ

大径木の場合 ⇒ 幹部と根系との支持力バランスが崩れ倒木する可能性が高くなる

急斜面に生育するカラマツの場合 ⇒ 2次的な斜面崩壊・斜面防災上の危険性が高い

・カラマツ：伐採時に枝が折れる性質を持ち危険な樹種

大径木の場合 ⇒ その危険性が増す（高度な伐採技術が求められる）

3.破砕チップ生産の検討（担い手、貯木場、破砕機、生産可能量等）

3-1.地域エネルギー事業体の役割

3-2.貯木・破砕チップ化施設

【計画位置】

・温泉施設 秘境湯場「塩の里」計画地より約3㎞北方の国道152号線沿いの地点

・森林整備（主伐・再造林）計画地 ⇒「貯木・破砕チップ化施設」が中心地点

・県道改良工事（トンネル掘削）の残土処理場（令和7年度に完成予定）⇒ 次ページ

「貯木・破砕チップ化施設」 ⇒ 残土処理場の後利用

3-3.『地域エネルギー事業体』の運営方法（担い手）

・「貯木・破砕チップ化施設」：基本的に大鹿村が主導する「公の施設」である

・行政と民間が連携して行うスキーム：「PPP（パブリック・プライベート・パート

ナーシップ）」手法が提唱・推進されている

・「PPP」⇒「PFI（プライベート・ファイナンス・イニシアチブ）」「指定管理者

制度」「包括的民間委託」がある

・「PFI」：公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術

的能力を活用して行う手法で大規模な事業に適する手法
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「貯木・破砕チップ化施設」の位置関係



・「指定管理者制度」：地方公共団体が「公の施設」の運営管理を行わせるために民

間のノウハウやアイデアを活かすことで市民サービスや費用対効果の向上を図ること

を目的として「民間事業者（株式会社、NPO法人、学校法人、医療法人等）」に包

括的に“代行”させる制度

・「包括的民間委託」：地方公共団体が「民間事業者」に委託し創意工夫やノウハウ

の活用により効率的・効果的に業務を実施できるよう「公の施設」の運営管理や保守

点検・修繕・改良等の複数の業務を包括的に“委託”する手法

・「貯木・破砕チップ化施設」:「PFI」手法に対応するような高度な専門性を必要と

するほどの大規模な事業規模ではない

・施設の運営管理（特に破砕チップ化や破砕チップの運搬・販売等）には ある程度

の専門的知見やノウハウが必要である

・地方公共団体（大鹿村）が自ら管理運営できるものではない

・「指定管理者」に管理運営を包括的に“代行”させるという施設でもない。

・「PPP」による行政と民間が連携するスキームの中では「包括的民間委託」手法が

相応しい ⇒ 「JV」「事業協同組合」を組織する調整が必要

4.温泉施設のエネルギー消費量予測検討（熱及び電気）

4-1.温泉施設のエネルギー消費量（必要熱源量）

・熱源（燃料）：「木質破砕チップ」及び「灯油」の2タイプを検討（次ページ）

・「年間利用者数」：将来の増加の可能性を想定して「50,000人」
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4-２.温泉施設のエネルギー消費量（電気転換エネルギー）

・「空調」を「電気エネルギー」ではなく「木質ボイラー熱源」に転換した場合の木

質破砕チップ年間必要量を算定

5-1.木質バイオマス燃料（熱源：木質破砕チップ）の必要量

5.熱源及び非常用電源の検討・基本設計

5-2.温泉施設のエネルギー源の決定

・温泉施設の「空調」を「電気エネルギー」ではなく「木質ボイラー熱源」に転換し

た場合の試算検討を行い温泉施設のエネルギー源を決定した

・温泉施設のエネルギー源：木質バイオマスは温泉施設への採用実績も多く一般的

・「浴槽＋給湯（木質バイオマスのみ）」を採用
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5-3.非常用電源の検討

非常用電源 ⇒ 「太陽光発電システム」の設置を検討

1）太陽光発電の連系

太陽光発電の連系：「低圧連系」 設備容量「50kW未満」

2）太陽光パネルの設置（配置）

温泉施設の屋根上に太陽光パネル・65枚（13列×5列）設置

想定発電量：「天候条件」「季節変動」等々を考慮し70％の補正

6-1.小水力発電

6.バイオマスボイラー以外の再生可能エネルギー活用の可能性検討

・災害時には孤立状態に陥る可能性を想定して「小水力発電」の可能性を検討

・降雨時の河川流下物に対するメンテナンスが比較的少ない「農業用水路タイプ」が

大鹿村には適合

・小水力発電機の定格出力：2.4kwh～4kwh

（5世帯～8世帯分の電気使用量 概ね0.5kwh/1世帯）

災害時には孤立状態に陥る可能性のある地域に農業用水路があるならば有効な電源に

なりえる
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